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結果

同意第6号 監査委員の選任について
前任委員の神谷利盛氏の逝去に伴い、後任委員として小嶋克文
氏を選任する。

学習塾を経営し、生徒や保護者の信頼も厚い方で、献身的
な態度は適任である。

自らの意思で辞職した議員を、なぜ選任しなければならな
いのか理解できないので、同意できない。

同意 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 除 〇 〇 ● 〇 〇 ●

承認第2号 専決処分の承認を求めることについて
高浜市議会議員補欠選挙の執行に伴う(一般会計補正予算（第4
回））について、議会の承認を求める。

　 市議会議員補欠選挙費想定人数は。
　 4人分｡

承認 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

議案第43号
高浜市公共駐車場施設整備基金の設置
及び管理に関する条例の制定について

公共駐車場施設整備基金を設置し、公共駐車場事業で生じた余
剰金を積み立てる。

　 これまで基金を設置してこなかった理由は。
昨年度策定した長期修繕計画を基に、今後は基金を設置し計

画的な運営を行っていく必要があると判断。
可決 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

議案第44号 市道路線の認定について
開発行為により設置された道路の市への帰属に伴い、市道路線
として認定する。
〇二池７号線

質疑なし 可決 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

議案第45号
令和2年度高浜市水道事業会計未処分
利益剰余金の処分について

令和2年度高浜市水道事業会計未処分利益剰余金1億6,374万
2,761円について、次のとおり処分する。
減債積立金 3,907万6,705円、建設改良積立金 2,000万円、
資本金への組入れ　1億466万6,056円。

未処分利益剰余金が1億6,374万2,761円となっており、処
分についても減債積立金として企業債の元金償還額に充てられて
いる。また、建設改良積立金は管路の耐震化及び老朽施設の更新
の財源の一部として積立てされており、水道事業を安心・安全に
持続していくように適正に運営していると考えられている。

可決 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ● 〇 〇 〇

議案第46号
高浜市個人情報保護条例の一部改正に
ついて

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に
関する法律の一部改正に伴い、条文の整備を行う。

　 今回の改正で、どのように変更されるのか。
デジタル庁設置法により、情報提供記録簿の訂正を実施した

場合の通知先が、内閣総理大臣に変わったこと。あとは引用条文
の整備。

可決 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ● 〇 〇 〇

議案第47号
令和3年度高浜市一般会計補正予算
（第5回）

歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ1億2,275万1,000円を
追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ163億74万
2,000円とする。
債務負担行為補正：女性文化センター空調設備更新工事費、
4,321万6,000円。
地方債補正：小学校施設改修事業、2,190万円増。女性文化セ
ンター改修事業、2,160万円増。
【主要新規事業】いきいき広場管理運営事業、小学校維持管理
事業、生涯学習施設管理運営事業

いきいき広場クッキングスタジオの換気扇は、有圧換気扇設
備設置工事をした場合、現状の換気扇と比較して、どのぐらい換
気レベルが上がるのか。

換気扇の能力は1時間当たり3,780立米。室内の約10倍近くの
容量の風を送り、窓は開けなくても常に室内の空気を循環させる
ことができるようになる。

女性文化センターの空調設備の不具合が判明した時期と、今
回、補正で上がってきた理由は。
　

令和元年度に判明。基礎調査の結果は、躯体には大きな問題
はないが、空調機については、更新が必要という結果が出た。昨
年の12月補正で、設計業務の委託予算を計上済。今回、設計業務
が完了した為、更新工事費を計上した。

可決 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

議案第48号
令和3年度高浜市国民健康保険事業特
別会計補正予算（第1回）

歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ1,218万8,000円を追加
し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ32億8,973万1,000
円とする。

質疑なし 可決 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

議案第49号
令和3年度高浜市土地取得費特別会計
補正予算（第1回）

歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ5,107万4,000円を追加
し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ8,631万1,000円と
する。

質疑なし 可決 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

議案第50号
令和3年度高浜市公共駐車場事業特別
会計補正予算（第1回）

歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ6,385万2,000円を追加
し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ9,556万8,000円と
する。

質疑なし 可決 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

議案第51号
令和3年度高浜市介護保険特別会計補
正予算（第2回）

保険事業勘定：歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ3,681
万9,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ
28億4,109万2,000円とする。

質疑なし 可決 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
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議案第52号
令和3年度高浜市後期高齢者医療特別
会計補正予算（第2回）

歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ128万2,000円を追加
し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ5億5,743万2,000
円とする。

質疑なし 可決 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

議案第53号
高浜市議会議員政治倫理条例の一部改
正について

市民による審査請求の手続き及び審査結果の報告等について明
確化するため、条文の整備をする。

　 第3条に縦覧期間が規定されていないが。
一部改正ということで、縦覧はうたっていない。規程のほう

で話をしてきたと理解している。
第4条に審査請求を行うことができるまでの期間が、定められ

ていないが。
期間については、規程のほうで述べており、また、何年か前

の審査をするかどうかは、審査委員会に委ねるということを決め
ている。

例えば5年前のものでも、審査に値するかどうか市民も分から
ないと思うが。

50分の1以上の連署をもって、市民の方の訴えがあれば、審査
会は開かれることになる。

第9条で「この条例に定めるもののほか、この条例の施行につ
いて必要な事項は議長が定める」とあるが。

基本的に議長が議会運営委員会に諮問をして、そこで皆さん
方の意見が反映された施行規程が決定されると認識している。

可決 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ● 〇 〇 ●

　 クーポンブックをなぜこのタイミングで実施するのか。
一時的な消費の拡大ではなく息の長い消費喚起を目的に、来

年度1年間使用可能なクーポンブックの発行を行うことにした。
来年度当初から提供するために、今回、補正予算を計上した。
　 アプリなどを利用したクーポンは。
　 今回は、紙媒体のクーポンを発行することにした。

参加事業者が200店舗ほどと聞いているが、多かったら抽選に
なるのか。

200を超えた場合でもページ数を増やして、すべての店舗、事
業所を掲載していく。

クーポン発行事業について、どのような割引とか、サービス
の提供を想定しているのか。

割引だと例えば1品であれば30％引きとか、1会計につき15％
オフとか、お店の努力で変えて頂く。

　 発行部数6万冊の根拠は。
　 全世帯に2万冊、4万冊はお店に配っていく。
　 参加店舗数が、極端に少なかった場合の対応は。

参加店舗数が少なかったり、魅力ある内容が提供されなけれ
ば、事業内容を変更せざるを得ないケースも考えられる。

お店、事業者側のコロナ対策、感染対策に関して、どのよう
に考えているのか。

手指消毒、飛沫防止パネル等、感染対策は継続をしていただ
く。必要なものがあれば購入していただくように働きかけてい
く。

3万冊を前期、後期の半期ずつにわけ、評価し、次に改善した
ら、さらにいい事業になるのではないか。

お店側の感想なども頂きながら、商工会も交えて協議を継続
する予定。

感染症対策について、何故この時期にオゾン発生器の貸し出
しを始めるのか。またどこの園に配置するのか。

デルタ株の蔓延により子どもの感染例が増加している。3歳未
満児が使う20施設に、各1台ずつ整備を予定している。
　 サーモグラフィカメラはどこの学校に設置するのか。
　 港小学校に2台、南中学校に2台を予定している

　○＝同意、承認、賛成、認定、採択　　△趣旨採択
　●＝不同意、不承認、反対、不認定、不採択　　除＝除斥９月定例会（会期：9月21日～10月19日・29日間）　議案等

〇 〇 〇 〇〇 〇 〇可決議案第54号
令和3年度高浜市一般会計補正予算
（第6回）

歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ2,475万6,000円を追加
し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ163億2,549万
8,000円とする。
【主要新規事業】新型コロナウイルス感染症対策企業支援クー
ポンブック発行事業

〇 〇 〇 〇〇 - 〇 〇 〇
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認定第1号
令和2年度高浜市一般会計歳入歳出決
算認定について

歳入歳出予算現額　237億9,155万2,000円に対し、
歳入決算額　235億2,554万173円（98.9％）
歳出決算額　228億1,698万3,789円（95.9％）

令和2年度歳入及び歳出について、多岐にわたり質疑あり。
※詳しくは、ホームページより決算特別委員会議事録参照

認定 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ● 〇 〇 ●

認定第2号
令和2年度高浜市国民健康保険事業特
別会計歳入歳出決算認定について

歳入歳出予算現額　33億1,462万9,000円に対し、
歳入決算額　33億706万9,996円（99.8％）
歳出決算額　32億4,749万6,488円（98.0％）

加入世帯や加入者数が増えて、調定額、収納率、現年課税分
の収納率は上がっているが、滞納分の収納率は下がっている。ど
ういう解決をするのか。

新型コロナ感染症の感染拡大に伴う、特例的な減免措置の影
響もあり、金額を国の交付金で賄われる国保税のコロナ減免で調
定額を引き下げたことによって、収納率が上がっている。

所得に占める割合は平均して、国保が10％、協会けんぽ
7.5％、健保組合5.8％で非常に高いので、引き下げる工夫は。

令和4年度からの国保税の引下げと、基金の活用については、
引き続き検討していく。

認定 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ● 〇 〇 〇

認定第3号
令和2年度高浜市土地取得費特別会計
歳入歳出決算認定について

歳入歳出予算現額　5,738万5,000円に対し、
歳入決算額　5,741万8,814円（100.1％）
歳出決算額　634万3,803円（11.1％）

質疑なし 認定 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

認定第4号
令和2年度高浜市公共駐車場事業特別
会計歳入歳出決算認定について

歳入歳出予算現額　9,472万2,000円に対し、
歳入決算額　9,433万6,140円（99.6％）
歳出決算額　3,048万2,554円（32.2％）

質疑なし 認定 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

認定第5号
令和2年度高浜市介護保険特別会計歳
入歳出決算認定について

歳入歳出予算現額　29億3,449万7,000円に対し、
歳入決算額　28億9,576万1,799円（98.7％）
歳出決算額　28億3,775万5,199円（96.7％）

介護保険料の減免制度は、29市町村、54％が実施している。
高浜市は、実施する考えはないのか。

高浜市は災害等の減免を除いて、一般会計からの繰入れは、
行っていない。

今年8月からの制度変更により、入所やショートステイを利用
している方は、利用料が大幅に増えた。サービスを断念しなけれ
ばならない方が出てくると予測するが、そういう方への対応は。

入所施設に入る時の食費と居住費の負担が減免されると、補
助がされるという制度について、所得段階の変更と預貯金の判断
基準による制度改正があった。個別に相談を受けていく｡

認定 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ● 〇 〇 〇

認定第6号
令和2年度高浜市後期高齢者医療特別
会計歳入歳出決算認定について

歳入歳出予算現額　5億5,520万7,000円に対し、
歳入決算額　5億5,111万850円（99.3％）
歳出決算額　5億4,394万2,546円（98.0％）

　 普通徴収現年度分収納率が98.9％、滞納繰越分収納率35.9％
で、下がっていることについての分析は。
　 収納率はここ数年99.2％から99.4％で推移している状況。滞
納者は減額等の制度を使い、納付相談を進めたい｡

認定 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ● 〇 〇 〇

認定第7号
令和2年度高浜市水道事業会計決算認
定について

収益的収入及び支出：
収入予算額　8億2,645万6,000円に対し、
決算額　　　8億5,601万6,426円。
支出予算額　8億5,277万9,000円に対し、
決算額　　　7億7,157万3,022円。
資本的収入及び支出：
収入予算額　8,827万8,000円に対し、
決算額　　　7,419万3,774円。
支出予算額　4億4,760万4,000円に対し、
決算額　　　3億6,487万2,331円。

有収率が97.54％とかなり高い数字だと思うが、県下で何番目
か。
　 県内32水道事業体のうち、3番目。

1日最大基本給水量が1万6,178立方メートルとあるが、承認基
本水量は。
　 1万6,100トンという契約を結んでいる。

新型コロナウィルス対策の減免を、何故企業会計が行ったの
か。

緊急的な措置ということで、企業会計として努力して行っ
た。
　 高浜市の耐震管率は。
　 令和元年度が24.28％、令和2年度は27.08％となっている。

認定 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ● 〇 〇 〇

認定第8号
令和2年度高浜市下水道事業会計決算
認定について

収益的収入及び支出：
収入予算額　9億3,414万8,000円に対し、
決算額　　　9億3,463万2,999円。
支出予算額　9億584万7,000円に対し、
決算額　　　8億8,983万1,907円。
資本的収入及び支出：
収入予算額　14億948万6,000円に対し、
決算額　　　11億2,320万7,022円。
支出予算額　15億8,546万2,000円に対し、
決算額　　　12億4,369万3,216円。

   エリアによって市内下水道の接続率が低いところもあるが。
接続には多額の費用がかかる場合があること。また、民間の

新築開発工事が供用開始エリアで建てられた場合、接続率が上が
るなど、違いが生じるのは、いろんな要因が考えられる。

認定 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ● 〇 〇 〇

９月定例会（会期：9月21日～10月19日・29日間）　議案等 　○＝同意、承認、賛成、認定、採択　　△趣旨採択
　●＝不同意、不承認、反対、不認定、不採択　　除＝除斥
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勝
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嶋
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結果

報告第11号
令和2年度健全化判断比率及び公営企
業資金不足比率について

健全化判断比率：実質赤字比率、連結実質赤字比率共に赤字比
率なし。実質公債費比率△0.1％、将来負担比率18.6％。
公営企業資金不足比率：下水道事業会計、水道事業会計共に資
金不足比率なし。

報告事項のため質疑なし。
報告
事項

報告第12号 専決処分の報告について
市有自動車の物損事故に関し、損害賠償の額を35,700円と決定
し、和解した。

報告事項のため質疑なし。
報告
事項

報告第13号 専決処分の報告について
市有自動車の物損事故に関し、損害賠償の額を71,027円と決定
し、和解した。

報告事項のため質疑なし。
報告
事項

陳情第2号
定数改善計画の早期策定・実施と義務
教育費国庫負担制度の堅持及び拡充を
求める陳情

①少人数学級のさらなる拡充を含めた定数改善計画を早期に策
定し、実施すること。②義務教育費国庫負担制度の堅持ととも
に、国庫負担率を2分の1へ復元すること。以上2点の意見書を
国に提出することを求める。

教育の機会均等と水準確保のために、義務教育費国庫負担
制度の堅持と共に国庫負担率2分の1への復元に向けて十分な教育
予算を確保されるよう強く要望する。

採択 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

陳情第3号
公契約事業従事者の適正賃金と安定雇
用を確保する公契約法の制定を求める
意見書の提出を求める陳情

①「公共サービス基本法」第11条を確実に実施できるよう、同
法第4条に規定された国の責務を早期かつ十全に果たすこと。
②公契約事業従事者の適正な賃金・労働条件と雇用の安定・継
続を保障する「公契約法」を早期に制定すること。以上2点の
意見書を国に提出することを求める。

公契約法の早期制定とあるが、入札制度、最低賃金制度等
色々な制度と合わせて考えるべきである。
 

公共サービス基本法の理念を踏まえ、各自治体が地域の実
情に応じて、つくることが望ましく、国によって一律の制度を求
めるものではない。

不採択 ● ● ● ● - ● ● ● ● ● ● ● 〇 ● ● 〇

陳情第4号
正規労働者が当たり前、安定した雇用
と1日8時間の労働で暮らせる社会を求
める意見書の提出を求める陳情

①人間らしく8時間働いて暮らせる雇用・労働条件を整備する
こと。②過労死の温床となる高度プロフェッショナル制度は廃
止すること。裁量労働制の対象業務の拡大は行わず、導入と運
用の要件を厳格化すること。③時間外・休日労働は、週15時
間、月45時間、年間360時間を超えないものとすること。④勤
務の終了と開始の間に11時間以上の間隔を置く「勤務間イン
ターバル制度」を導入すること。⑤夜勤交代制労働は社会に必
要不可欠な事業に限り認め、法定労働時間を日勤労働者より短
くすること。⑥解雇の金銭解決制度など、解雇しやすい仕組み
作りは行わず、整理解雇4要件を法制化するなど、解雇規制を
強化すること。⑦70歳までの就業・就労延長に反対し、雇用と
年金の接続、高齢者雇用における労働条件の改善を図ること。
⑧「ハラスメント禁止法」の制定とILO条約の批准をおこなう
こと。⑨テレワークにおいては、長時間労働にならないように
使用者が労働時間管理を必ず行うこと。また、就労に関する費
用（パソコン・電気代等）は、使用者負担とすること。以上9
点の意見書を国に提出することを求める。

労働時間規制と安定した雇用により、少子化解消や地域コ
ミュニティの活性化、地域社会の発展の実現と家庭生活とのワー
クバランスの確立には、結びつかない｡

不採択 ● ● ● ● - ● ● ● ● ● ● ● 〇 ● ● 〇

陳情第5号
正規労働者が当たり前、安定した雇用
と1日8時間の労働で暮らせる社会を求
める意見書の提出を求める陳情

公立学校教員への「1年単位の変形労働時間制」は、廃止する
ことの意見書を国に提出することを求める。

変形労働時間制の導入は、各自治体が判断することであっ
て、現段階では本市において、導入する予定はないとの事。教員
の働き方改革に関する様々な取組が行われ、業務改善が進んでい
るが、取組みの一つの選択肢として、本制度を残しておく余地が
ある。高齢者雇用安定法案は、高齢者に働き続けてほしい社会
と、働き続けたい高齢者を結ぶものだと思う。
　

1年単位の変形労働時間制は、学校現場の長時間労働を解
消しない。また、会計年度任用職員についても、均等待遇には、
ほど遠い解決になっている。国の成長戦略は、労働者の安定した
雇用のもと、1日8時間のワークライフバランスがあってこそ、成
し遂げられる。すべての労働者が男女ともに安心して働き、産み
育てられる社会を求めるため、公立学校教員の1年単位の変形労
働時間制は廃止する。

不採択 ● ● ● ● - ● ● ● ● ● ● ● 〇 ● ● 〇

９月定例会（会期：9月21日～10月19日・29日間）　議案等 　○＝同意、承認、賛成、認定、採択　　△趣旨採択
　●＝不同意、不承認、反対、不認定、不採択　　除＝除斥
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結果

陳情第6号
住民の安全・安心を支える行政サービ
ス体制・機能の充実を求める意見書の
提出を求める陳情

①住民の暮らしと命、安全・安心をまもるために、「行政機関
の職員の定員に関する法律(総定員法)」を廃止するとともに、
「国の行政機関の機構・定員管理に関する方針(定員合理化計
画)」を撤回すること。②全国一律の行政サービスを提供する
うえで、国の出先機関が必要不可欠であることをふまえ、廃
止・縮小・委譲などを実施しないこと。③憲法で定められた国
の責任を放棄して、地方自治体に国の役割を丸投げする道州制
を導入しないこと。以上3点の意見書を国に提出することを求
める。

道州制は国で議論され、国から示された段階で自治体とし
て議論するものであると考える。

行政機関の現場では正規職員を増やすことができず、代わ
りに非常勤職員が多く採用され、その数は8万人にも上ってい
る。非常勤職員は3年で一律公募にかけられるか、雇い止めされ
る不安定雇用のため、官製ワーキングプアと批判される事態と
なっているので、地域経済にとっても小さくない影響を与えてい
る。

不採択 ● ● ● ● - ● ● ● ● ● ● ● 〇 ● ● 〇

陳情第7号
地方財政の拡充を求める意見書の提出
を求める陳情

①憲法に基づくナショナルミニアムを保障し、住民が全国のど
こに住んでいても健康で文化的な生活が営めるよう地方自治と
地方財政を拡充すること。②地方自治体間の財源格差は、水平
的な財政調整で是正するのでなく、地方交付税や国庫補助金の
拡充など、国の責任と負担による垂直的な財政調整で是正する
こと。③地方交付税は、法定率を抜本的に引き上げ、地方自治
体の財源保障・財源調整機能を併せもつ制度として充実させる
こと。④基準財政需要額は、地方自治体が「住民の福祉の増
進」を図るために現に必要としている財政需要をもとに算定す
ること。地方公務員の人件費や人員の削減など「行革努力」を
反映する地方交付税の算定や、「トップランナー方式」は廃止
すること。⑤地方自治体が災害対策や公共施設の耐震化等のた
めに基金を積み立てることを理由とした地方財政の削減を行わ
ないこと。⑥大規模な災害からの復旧・復興、新型感染症への
対応等にかかる財源は、地方自治体に負担させず、全額を国が
負担すること。以上6点の意見書を国に提出することを求め
る。

行革努力を反映する交付税の算定や、トップランナー方式
を廃止すること等とあるが、これは地方財政の健全化を促すとと
もに、地方の自立促進に係る姿勢を明確にされたものである。

不採択 ● ● ● ● - ● ● ● ● ● ● ● 〇 ● ● 〇

陳情第8号

障害・介護福祉に従事する職員や保育
士の人材定着・確保のため職員配置基
準と報酬・公定価格を抜本的に改善
し、離職しない障害・介護・保育職場
の実現を求める意見書の提出を求める
陳情

①障害・介護福祉に従事する職員や保育士の人材定着・確保の
ため、規制緩和ではなく国の定める職員配置基準と報酬・公定
価格について抜本的に改善し、大幅増員と賃金の引き上げを行
い、離職しない障害・介護・保育職場を実現すること。②「働
き方」改革により正規・非正規の不合理的な待遇格差が禁止と
なったことを受け、各事業体が確実に実施出来るための財源
を、公定価格や報酬で確保すること。以上2点の意見書を国に
提出することを求める。

人材定着また確保のため、規制緩和ではなく国の定める職
員配置基準と報酬・公定価格について抜本的に改善し、大幅増員
と賃金の引上げを行いとあるが、人材定着・確保については単に
増員や賃金増額の仕組みだけで実現できるものではなく、働きや
すい労働環境を整えることも重要である。
　

労働基準法違反が横行しているという表現があるが、何を
基準にしているか分からない。
　

国が進める社会福祉政策の中で、障害・介護・保育分野に
おいても、住民の人権保障を支える福祉・保育労働者は過酷な実
態に置かれている。そのため、国の定める職員配置基準と報酬・
公定価格について抜本的に改善し、大幅増員と賃金の引上げを行
うことや、働き方改革により各事業体が確実に実施できるための
財源を公定価格や報酬で確保することを求めている。

不採択 ● ● ● ● - ● ● ● ● ● ● ● 〇 ● ● 〇

陳情第9号
消費税率5％への引き下げを求める意
見書の提出を求める陳情

消費税率を5％へ引き下げることの意見書を国に提出すること
を求める。

　　　消費税を抜きにしては財政再建は図られない。

消費税が導入されてから32年がたち、国民が納めた消費税
は総額423兆円、一方大企業の法人3税の減税額は307兆円、消費
税が企業減税の穴埋めに使われていることを示している。また年
間所得が1億円を超えると所得税の税率が下がる「1億円の壁」も
ある。「社会保障のため」と言いながら、介護保険、年金、医
療、生活保護などの社会保障は年々改悪され続けている。消費税
に依存する税制を改め、大企業や富裕層への優遇を是正し、税の
集め方、使い方を見直すことが急務と考える。

不採択 ● ● ● ● - ● ● ● ● ● ● ● 〇 ● ● 〇

９月定例会（会期：9月21日～10月19日・29日間）　議案等 　○＝同意、承認、賛成、認定、採択　　△趣旨採択
　●＝不同意、不承認、反対、不認定、不採択　　除＝除斥
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結果

陳情第10号

「1年単位の変形労働時間制」導入の
ための条例制定ではなく、教職員の長
時間過密労働解消のための施策を求め
る陳情

①公立学校に「1年単位の変形労働時間制」を導入するための
条例制定をおこなわないこと。②教職員の長時間過密労働を解
消するための施策を緊急に講じること。以上2点の意見書を県
に提出することを求める。

変形労働時間制については、現段階での導入は有効に機能
しないものと考えるが、教員の長時間過密労働解消のための取組
は、本市においても、県及び県下の市町村についても着実に進め
ており、こうした環境が整ったのちに検討すべきであると考え
る。

変形労働時間制導入は、一層の長時間労働をもたらし、教
職員の命と健康を脅かす大問題とあるが、長期休業期間等におい
て、休日を集中確保し、リフレッシュ時間を確保することで、効
果的な教育活動を行うことが期待されている。

今の教育行政が行うべきは、感染防止に必要な支援、長時
間過密労働解消の実効ある施策、少人数編制で授業を行うことが
できるための、教職員やスタッフの増員、教室の整備などが必
要｡

不採択 ● ● ● ● - ● ● ● ● ● ● ● 〇 ● ● 〇

陳情第11号
国の私学助成の拡充に関する意見書の
提出を求める陳情

①父母負担の公私格差を是正するための就学支援金を一層拡充
すること②国庫補助金とそれに伴う地方交付税交付金を充実
し、私立高等学校以下の経常費補助の一層の拡充をはかるこ
と。以上2点の意見書を国に提出することを求める。

国や県の支援も増え、必要に応じた措置がとられてい
る。

　　　私立高校の家庭には、依然として大きな学費負担がある。

趣旨採択 △ △ △ △ - △ △ △ △ △ △ △ 〇 △ △ △

陳情第12号

私立高校生の父母負担を軽減し、学費
負担の公私格差を是正するために高浜
市独自の授業料助成制度の拡充を求め
る陳情

「教育の機会均等」の理念にもとづき、国・県の制度と併せて
学費負担の公私格差を是正するために、私立高校生に対する市
独自の授業料助成制度を維持し、拡充することを求める。

私立のほうが、施設が非常に充実していることと、部活等
も公立より非常に力を入れたりしているため、一定の保護者負担
はやむをえない。私学高校生に対し、高浜市独自の授業料助成制
度もあり、拡充は必要ない。

趣旨は理解できるが、高浜市においては、他市に比べ
て充実した助成制度になっている。

私学助成は、全ての子どもが親の所得にかかわらず、等し
く教育を受ける権利を保障し、学費負担の公私格差を是正するた
めに、市の独自の授業料助成制度を拡充すべき。

不採択 ● ● ● ● - ● ● ● △ △ ● ● 〇 ● ● △

陳情第13号

ミャンマー国軍による自国民への弾
圧・暴力の即刻停止を日本政府が働き
かけるよう求める意見書を高浜市議会
から提出することを求める陳情

日本政府に対し、ミャンマー国軍による自国民への弾圧・暴力
を即刻停止するよう働きかけることを強く求める意見書を国に
提出することを求める。

国の外交問題であり、国権の最高機関の国会で議論され、
対処される問題と考えるため、国に対しての要望は必要ない。

日本政府も国軍非難のトーンを強め、政府開発援助の新規
案件停止も宣言されていると聞いている。

ミャンマー人たちの命と人権を守るために一刻の猶予もな
く、日本政府を動かすために多くの議会で意見書を上げる必要が
ある。

不採択 ● ● ● ● - ● ● ● ● ● ● ● 〇 ● ● 〇

意見案第1号
定数改善計画の早期策定・実施と義務
教育費国庫負担制度の堅持及び拡充を
求める意見書

①少人数学級のさらなる拡充を含めた定数改善計画を早期に策
定し、実施すること。②義務教育費国庫負担制度の堅持ととも
に、国庫負担率を2分の1へ復元すること。以上2点の意見書を
国に提出する。

質疑なし 可決 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

※柳沢英希議員は、議長職のため表決権はありません。
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